
第２回定例会 ｜ 令和８年６月８日～６月25日

●市長提出議案…28件（条例案９件　予算案３件　承認案４件　同意案３件　その他９件）

●委員会提出議案…４件（意見書案４件）

●議長発議…２件（議員派遣２件）

●全会一致可決…31件　　●賛成多数可決…２件　　●撤回承認…１件

■表決が分かれた案件の表決結果

議
案
番
号
▼

会
派
名

清新の会 創志会 市民クラブ 公明党 創生会
真政
倶楽部

未来の風
日
本
共
産
党

議
員
名

上
岡

裕
明

大
下

博
隆

田
坂

武
文

貞
岩
　
　
敬

北
林

光
昭

重
森
佳
代
子

乗
越

耕
司

上
田
　
　
秀

向
井

哲
浩

中
曽

久
勝

岡
田

育
三

玉
川

雅
彦

奥
谷
　
　
求

小
池
恵
美
子

落
海

直
哉

景
山
　
　
浩

中
川
　
　
修

石
原

賢
治

下
向
智
恵
子

原
田

栄
二

坂
元
百
合
子

片
山

貴
志

岩
崎

和
仁

牧
尾

良
二

山
田
　
　
学

宮
川

誠
子

木
村

輝
江

鈴
木

英
士

谷
　
　
晴
美

議員派遣 ○ ○ ○ ○ × × ○ 欠 ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ×

議案第123号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ×

※「議」は議長　「○」は賛成　「×」は反対　「欠」は欠席

議決案件の内訳

議 決 結 果

表決が分かれた案件名

●議員派遣
　海外視察について

●議案第123号
　東広島市国民健康保険税条例の一部改正について

詳しくはこちらから
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【
文
教
厚
生
委
員
会
提
出
議
案
】

特
別
な
配
慮
を
要
す
る
こ
ど
も

が
安
心
し
て
必
要
な
支
援
を
受
け

ら
れ
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、

診
断
体
制
の
充
実
、
早
期
発
見
・

早
期
療
育
が
可
能
と
な
る
支
援
体

制
の
構
築
、
医
療
・
福
祉
・
教
育

の
連
携
強
化
等
を
含
め
た
総
合
的

な
支
援
制
度
の
創
設
を
国
に
対
し

て
求
め
る
意
見
書
案
が
文
教
厚
生

委
員
会
か
ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

本
会
議
で
審
議
・
採
決
を
行
っ

た
結
果
、
全
会
一
致
で
可
決
し
、

国
会
及
び
関
係
大
臣
に
意
見
書
を

提
出
し
ま
し
た
。

特別な配慮を要するこどもへの総合的な支援制度の
創設を求める意見書（抜粋）

　近年、発達障がい等の特性を有する児童の増加が指摘されており、早
期発見及び早期療育の重要性が一層高まっている。しかしながら、発達
障がいの診断を担う専門医及び医療機関は依然として不足しており、診
断までに長期間を要する事例が各地で生じている。このことは、適切な
支援の開始の遅れにつながり、児童本人のみならず、その家族にも大き
な負担を生じさせている。
　こうした中、発達障害者支援法においては、発達障がいの早期発見及
び切れ目のない支援の実施が国及び地方公共団体の責務として定められ
ている。さらに、令和６年７月に改訂された児童発達支援ガイドライン
においては、こどもの発達段階に応じた質の高い支援と家族支援の充実
が強く求められている。
　一方で、現場においては、診断前の段階からの支援体制が十分とは言
えず、また、医療・福祉・教育の各分野における連携、専門人材の確
保・育成及び地域における社会資源の整備についても課題がある。特に、
放課後児童クラブや保育・教育現場等においては、発達特性に応じた支
援を提供することができる体制が十分ではなく、地域間において差が生
じている状況にある。
　このような課題を踏まえ、発達障がい児及びその家族が安心して必要
な支援を受けられる環境を整備するためには、診断体制の強化に加え、
診断前からの切れ目のない支援体制の構築及び分野を超えた横断的な制
度の再構築が不可欠である。
　よって、国におかれては、総合的な支援制度の創設が実現されるよう、
次の事項について強く要望する。

１　発達障がい児の早期療育を推進するため、専門医を含む専門的人材
の確保及び養成並びに地域における支援サービス提供体制の整備に取
り組む地方公共団体に対し、安定的かつ十分な財政措置を講じること。
２　発達障がいの診断を担う医療提供体制の充実を図るとともに、診断
前の段階から適切な支援につなげる仕組みを含め、早期発見・早期療
育が可能となる体制整備を国の責任において総合的に推進すること。
３　医療・福祉・教育の各分野の連携を一層強化し、放課後児童クラブ、
保育所、学校等において発達特性に応じた支援が可能となるよう、専
門人材の配置及び研修体制の充実を図るための制度の創設及び支援を
講じること。
４　発達障がい児に対する支援について、地域間の格差の是正を図ると
ともに、切れ目のない支援を実現するための既存制度の見直しを含め、
総合的支援制度の構築を検討すること。

政府・国会に意見書を提出

特別な配慮を要するこどもへの
総合的な支援制度の創設を求める意見書

委員会
提出議案
第２号

意見書全文はこちら
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※オブザーバー参加　発言権はあるが議決権のない立場で会議などに参加すること。

【
総
務
委
員
会
提
出
議
案
】

現
在
、
国
際
社
会
は
、
ロ
シ
ア

に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
や
中
東

情
勢
の
悪
化
に
よ
り
緊
迫
し
た
状

況
が
続
い
て
お
り
、
核
保
有
国
に

よ
る
核
威
嚇
や
核
兵
器
使
用
の
懸

念
が
一
段
と
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
状
況
の
中
、
唯
一
の
戦

争
被
爆
国
で
あ
る
日
本
が
核
廃
絶

に
向
け
た
明
確
な
意
思
を
国
際
社

会
に
示
す
重
要
な
一
歩
と
し
て
、

核
兵
器
禁
止
条
約
第
１
回
再
検
討

会
議
へ
の
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加
を

国
に
求
め
る
意
見
書
案
が
総
務
委

員
会
か
ら
提
出
さ
れ
、
全
会
一
致

で
可
決
し
ま
し
た
。

本
会
議
で
の
討
論

賛成

政
府
に
対
し
、
検
討
会
議

へ
の
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加

と
い
う
具
体
的
な
行
動
を
求
め
る

内
容
と
な
っ
て
お
り
、
今
の
情
勢

に
大
変
ふ
さ
わ
し
い
と
考
え
、
賛

成
す
る
。

核兵器禁止条約第１回再検討会議への
オブザーバー参加を求める意見書（全文）

　現在、国際社会では、ロシア連邦によるウクライナ侵攻や中東情勢
の悪化を背景に、極めて深刻かつ緊迫した状況が続いており、核保有
国による核威嚇や核兵器使用の懸念が一段と高まっている。

　こうした状況の下、核兵器の開発・保有・使用を全面的に禁止し、
被害者支援や環境回復を規定する核兵器禁止条約（TPNW）は、核
兵器の非人道性を国際法上明確に位置づける重要な枠組みとして、そ
の意義を一層強めている。
　同条約は2021年１月22日に発効し、本年2026年で５年を迎え
る。これまでに締約国会議が３回開催され、核軍縮の具体的進展、被
害者支援、環境回復など、核廃絶に向けた具体的議論が積み重ねられ
てきた。
　そして2026年11月には、発効後初となる第１回再検討会議が開催
される予定であり、これまでの取組を検証し、核なき世界に向けた国
際的議論を前進させる重要な節目となる。

　核兵器の使用は、人道上深刻かつ回復不能な被害をもたらし、国際
社会の安全と人類の存続に重大な脅威を与えるものである。また、核
兵器のない世界の実現は、世代を超えて取り組むべき最重要課題であ
る。

　唯一の戦争被爆国である我が国は、被爆の実相を国際社会と共有
し、核兵器の非人道性への理解を広げる歴史的責務を負っている。し
かし、現時点で日本は同条約を締結しておらず、国際的議論への関与
が十分とは言えない。

　こうした中、核兵器禁止条約第１回再検討会議へのオブザーバー参
加は、日本が核廃絶に向けた明確な意思を国際社会に示す重要な一歩
となる。オブザーバーとして参加することは、被爆の実相を世界に突
きつけ、核兵器の非人道性を揺るぎない事実として国際社会に刻み込
む行動であり、同時に日本が平和国家として歩む決意を、より確固た
るものとして示すことにつながる。

　よって、日本政府におかれては、核兵器禁止条約第１回再検討会議
へオブザーバーとして参加し、核兵器廃絶に向けた国際的議論に積極
的に関与されることを強く求める。

政府・国会に意見書を提出

核兵器禁止条約第１回再検討会議への
オブザーバー参加※を求める意見書

委員会
提出議案
第３号

詳しくはこちら
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※臨時財政対策債　国が地方交付税として交付すべき財源が不足した場合に、その不足分を補うために地方自治体が発行する地方債。相当額は後年度に国が普通交
付税で措置する。

【
総
務
委
員
会
提
出
議
案
】

現
在
、
地
方
公
共
団
体
に
は
、

極
め
て
多
岐
に
わ
た
る
新
た
な
役

割
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
物
価

高
騰
や
資
材
・
労
務
費
の
上
昇
に

よ
る
行
政
コ
ス
ト
の
増
大
、
さ
ら

に
は
慢
性
的
な
人
員
不
足
を
踏
ま

え
る
と
、
今
後
も
引
き
続
き
一
般

財
源
総
額
の
確
保
が
求
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
の
財

源
を
確
保
す
る
た
め
、
国
に
対

し
、
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を

求
め
る
意
見
書
案
が
総
務
委
員
会

か
ら
提
出
さ
れ
、
全
会
一
致
で
可

決
し
ま
し
た
。

地方財政の充実・強化に関する意見書（抜粋）

　令和８年度地方財政計画は、物価高や人件費の増大に対応する内容となっている
が、令和９年度政府予算及び地方財政の検討に当たっても、物価高騰や賃金上昇に
伴う行政コストの増大を的確に反映し、社会全体で求められている賃上げ基調と相
応する人件費の確保をはじめ、一般財源総額のさらなる充実が図られる地方財政を
実現するよう、以下の事項を求める。

１　増大する地方公共団体の財政需要を的確に把握するとともに、それを支える人
件費を重視しつつ、現行の水準にとどまらない、より積極的な地方財源の確保を
図ること。

２　より高まりつつある社会保障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫しているこ
とから、地方単独事業分も含めた十分な社会保障経費の拡充を図ること。また、
これらの分野を支える人材確保に向けた自治体の取組を支援する財政措置を講じ
ること。

３　所得税等を対象に国税から地方税への税源移譲を行うなど、地方財源の充実に
向けた、より抜本的な改善を行うこと。

４　地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図るとともに、地方交付税
の法定率を引き上げるなどし、引き続き臨時財政対策債※に頼らない、より自律
的な地方財政の確立に取り組むこと。

５　政府として減税政策を検討する際は、地方の自主財源を圧迫して住民サービス
に支障が出ることがないよう、あらかじめ「国と地方の協議の場」を活用するな
どして地方側の意見を真摯に聴取すること。また、地方財政への影響が想定され
る場合は、確実かつ迅速にその補填を行うこと。

６　「地方創生推進費」として確保されている１兆円については、地方が中長期的
な視点で地域活性化に取り組むための不可欠な財源であることから、安易な削減
を行うことなく恒久的財源としてより明確に位置付けること。

７　多様化する行政ニーズに対応するために不可欠となっている会計年度任用職員
のさらなる処遇改善のため、十分かつ安定的な財政措置を講じること。

８　自治体業務システムの標準化・共通化については、システム移行によって増額
した各種経費について、国の責任において必要な財源を補填すること。また、自
治体DXに伴うシステム改修や事務負担、人件費の増大が想定される際は、十分
な財政支援を行うこと。

政府・国会に意見書を提出

地方財政の充実・強化に関する意見書
委員会
提出議案
第４号

意見書全文はこちら
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【
総
務
委
員
会
提
出
議
案
】

非
核
三
原
則
は
、
昭
和
46
年
に

衆
議
院
で
そ
の
遵じ
ゅ
ん
し
ゅ守に

言
及
し
た

決
議
が
可
決
さ
れ
て
以
来
、
日
本

の
非
核
兵
器
政
策
の
基
本
原
則
と

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
現
在
、

政
府
与
党
内
に
お
い
て
、
※
安
全

保
障
関
連
三
文
書
の
改
定
に
向
け

た
議
論
が
行
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ

に
伴
う
非
核
三
原
則
の
見
直
し
に

対
す
る
懸
念
の
声
が
あ
り
ま
す
。

東
広
島
市
は
昭
和
60
年
に
「
平

和
・
非
核
兵
器
都
市
東
広
島
市
宣

言
」
を
行
い
、
核
兵
器
廃
絶
と
恒

久
平
和
を
求
め
る
活
動
を
積
極
的

に
推
進
し
て
き
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
こ
と
を
踏
ま
え
、
東

広
島
市
議
会
と
し
て
、
国
に
対
し

て
非
核
三
原
則
の
堅
持
を
求
め
る

意
見
書
案
が
総
務
委
員
会
か
ら
提

出
さ
れ
、
全
会
一
致
で
可
決
し
ま

し
た
。

非核三原則の堅持を求める意見書（全文）

　非核三原則「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」は、昭和42年
に当時の佐藤榮作内閣総理大臣が国会で表明し、昭和46年には衆議院に
おいてその遵守に言及した決議が可決されて以来、国是として位置づけ
られ、歴代内閣もこれを堅持されてきた。

　また、我が国は被爆国として「核兵器のない世界」を希求し、平成６
年以降、毎年国連総会に核兵器廃絶に向けた決議案を提出し、国連の場
においても非核三原則を堅持する立場を公式に表明し続けてきたことは、
我が国及びアジア太平洋地域をはじめ国際社会の平和と安定に多大な貢
献をしてきたと言える。

　しかしながら、現在、安全保障関連三文書の改定に向けた議論が与党
内で開始されており、これに伴い非核三原則の見直しに対する懸念の声
がある。

　東広島市は、平和・非核兵器都市の宣言を行い、核兵器廃絶と恒久平
和を求める活動を積極的に推進している。この取組を実効あるものとす
るためにも、非核三原則は我が国と地域の安定を築く揺るぎない基盤と
して、今後も確実に遵守されるべきものである。

　よって、国会及び政府におかれては、核兵器のない平和な世界の実現
を願う被爆地の思いをしっかりと受け止め、非核三原則を堅持されるよ
う強く求める。

政府・国会に意見書を提出

非核三原則の堅持を求める意見書
委員会
提出議案
第５号

詳しくはこちら

※安全保障関連三文書　2022年12月に国の安全保障に関する戦略として策定された、国家安全保障戦略・国家防衛戦略・防衛力整備計画の３つの文書のこと。
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○
条
例
の
名
称

東
広
島
市
国
民
健
康
保
険
税

条
例

○
改
正
内
容

・
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
納
付

金
課
税
額
の
区
分
の
新
設

・
基
礎
課
税
額
の
限
度
額
引
上
げ

・
減
額
措
置
に
係
る
軽
減
判
定

所
得
の
引
き
上
げ

○
施
行
期
日
等

公
布
の
日
か
ら
（
令
和
８
年

度
以
後
の
年
度
分
の
国
民
健

康
保
険
税
に
つ
い
て
適
用
）

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

Ｑ

本
市
は
平
等
割
が
あ
る
が
、

な
い
自
治
体
も
あ
り
、
自

治
体
間
格
差
を
ど
う
考
え
る
の
か
。

Ａ

国
民
健
康
保
険
税
は
県
が

財
政
主
体
で
あ
り
、
完
全

統
一
化
を
目
指
す
中
で
、
減
免
等

の
サ
ー
ビ
ス
は
県
内
で
統
一
す
る

方
向
で
進
ん
で
お
り
、
市
独
自
の

減
免
等
は
制
度
上
で
き
な
い
。

Ｑ

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
納

付
金
課
税
額
の
新
設
に
よ

り
、
ど
の
程
度
影
響
が
出
る
の
か
。

Ａ

約
180
世
帯
、
460
万
円
程
度

の
影
響
が
見
込
ま
れ
る
。

委
員
会
で
の
主
な
自
由
討
議

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

意見

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
納

付
金
課
税
額
の
新
設
は
、

保
険
料
や
窓
口
負
担
の
支
払
い
に

加
え
、
※
Ｏ
Ｔ
Ｃ
類
似
薬
の
保
険

給
付
の
見
直
し
や
高
額
療
養
費
が

増
大
す
る
中
、
大
変
問
題
が
あ
る

と
考
え
て
い
る
。

意見

改
正
項
目
の
中
に
は
負
担

を
軽
く
す
る
も
の
も
あ

り
、
一
概
に
負
担
が
増
え
る
も
の

と
は
言
え
な
い
。

委
員
会
で
の
討
論

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

反対

子
育
て
支
援
自
体
は
必
要

だ
が
、
そ
の
財
源
を
医
療

保
険
料
に
上
乗
せ
す
る
の
は
筋
違

い
で
あ
る
と
考
え
、
反
対
す
る
。

賛成

子
育
て
支
援
は
市
民
全
員

で
行
う
と
い
う
取
組
み
で

あ
り
、
み
ん
な
で
子
ど
も
を
育
て

て
い
く
と
い
う
思
い
で
賛
成
す
る
。

本
会
議
で
の
討
論

反対

子
育
て
支
援
は
本
来
、社

会
全
体
で
支
え
る
べ
き
も

の
で
あ
り
、医
療
保
険
料
に
上
乗
せ

し
て
徴
収
す
る
こ
と
は
適
切
と
は

言
え
な
い
。ま
た
、物
価
高
騰
の
中

で
の
国
民
健
康
保
険
税
の
引
き
上

げ
は
重
大
で
あ
る
。例
え
ば
、年
収

400
万
円
の
４
人
世
帯
で
は
平
均
で

年
額
約
２
万
５
千
円
、最
大
で
年
額

14
万
４
千
円
も
の
負
担
増
と
な
る

試
算
も
示
さ
れ
て
お
り
、市
民
生
活

へ
の
影
響
は
看
過
で
き
な
い
。

国
に
お
い
て
は
、
増
税
で
は
な

く
、
※
金
融
所
得
課
税
の
見
直
し

な
ど
に
よ
り
必
要
な
財
源
を
確
保

す
べ
き
で
あ
る
。

本
市
と
し
て
も
、
先
進
自
治
体

の
取
組
み
に
学
び
、
市
民
の
暮
ら

し
と
福
祉
の
増
進
を
第
一
に
据
え

た
独
自
施
策
を
講
じ
る
べ
き
で
あ

る
と
考
え
、
反
対
す
る
。

賛成

国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

に
は
所
得
の
低
い
世
帯
や

高
齢
者
も
多
く
、負
担
感
へ
の
配

慮
が
必
要
で
あ
り
、今
後
も
国
に

対
し
国
費
負
担
の
拡
充
や
制
度
改

善
を
求
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
る
。

一
方
で
本
議
案
は
新
た
な
負
担

を
市
独
自
に
設
け
る
の
で
は
な
く
、

法
令
改
正
に
対
応
す
る
た
め
に
必

要
な
条
例
整
備
で
あ
る
。
ま
た
18

歳
未
満
の
被
保
険
者
に
か
か
る
均

等
割
額
は
０
円
と
な
り
、軽
減
判
定

所
得
基
準
も
引
き
上
げ
ら
れ
る
な

ど
、一
定
の
配
慮
も
講
じ
ら
れ
て
い

る
。
よ
っ
て
本
議
案
は
制
度
を
適

正
に
運
用
す
る
た
め
に
必
要
な
改

正
で
あ
る
と
判
断
し
、賛
成
す
る
。

子ども・子育て支援納付金課税額の区分の新設等に伴う条例改正

国民健康保険税額の算定方法の変更
議案
第123号

※OTC類似薬　処方箋が必要な医療用医薬品の中で、『OTC医薬品』（薬局やドラッグストアで処方箋なしに購入できる市販薬のこと）と同様の有効成分を持つ医薬品。
金融所得課税　株式や投資信託、預貯金などの金融商品から得られる所得にかかる税金のこと。

課税イメージ
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○
工
事
の
内
容

建
築
一
式
工
事

【
増
築
工
事
】

増
築
校
舎
棟

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
３
階
建

延
べ
面
積
２
４
６
６
㎡

【
改
修
工
事
】

普
通
特
別
教
室
棟

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
３
階
建

延
べ
面
積
１
１
７
９
㎡

普
通
教
室
棟

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
３
階
建

延
べ
面
積
１
６
０
１
㎡

特
別
教
室
棟

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
３
階
建

延
べ
面
積
257
㎡

○
契
約
金
額

20
億
１
１
１
１
万
２
４
０
０
円

○
契
約
の
相
手
方

砂
原
・
上
垣
特
定
建
設
工
事
共

同
企
業
体

○
工
期

議
決
の
あ
っ
た
日
の
翌
日
か
ら

令
和
10
年
１
月
31
日
ま
で

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

Ｑ

こ
れ
ま
で
、
電
気
・
機
械
工

事
は
分
離
発
注
を
基
本
と
し

て
い
た
が
、
ど
の
よ
う
な
考
え
で
一

括
発
注
す
る
こ
と
と
な
っ
た
の
か
。

Ａ

近
年
は
入
札
不
調
の
心
配
が

あ
り
、
本
工
事
は
２
か
年
に

わ
た
る
長
期
の
工
期
で
あ
る
こ
と
、

ま
た
令
和
10
年
４
月
か
ら
の
学
校
の

運
営
開
始
に
間
に
合
わ
せ
る
必
要
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
確
実
な
落
札
を
期

す
る
た
め
一
括
発
注
と
し
た
。

委
員
会
で
の
主
な
自
由
討
議

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

意見

電
気
・
機
械
工
事
費
が
契
約

金
額
全
体
の
３
分
の
１
を
占

め
て
お
り
、
そ
れ
を
建
築
一
式
で
契

約
す
る
の
は
少
し
無
理
が
あ
る
の
で

は
な
い
か
。

議案
第116号

令
和
８
年
度
小
学
校
施
設
整
備
事
業

郷
田
小
学
校
長
寿
命
化
改
良
及
び

増
築
工
事
の
請
負
契
約
を
締
結

○
工
事
の
内
容

土
木
一
式
工
事

【
造
成
工
事
】

造
成
面
積
５
３
０
０
㎡

【
歩
道
整
備
】

延
長
125
ｍ

歩
道
幅
員
2.5
ｍ

○
契
約
金
額

１
億
６
２
０
９
万
９
３
０
０
円

○
契
約
の
相
手
方

株
式
会
社
東
豊
建
設

○
工
期

議
決
の
あ
っ
た
日
の
翌
日
か
ら

令
和
９
年
７
月
30
日
ま
で

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
建
設
委
員
会
】

Ｑ

認
定
こ
ど
も
園
の
造
成
工
事

と
歩
道
整
備
工
事
を
一
体
と

し
て
行
う
理
由
は
何
か
。

Ａ

歩
道
整
備
を
令
和
４
年
度
か

ら
進
め
て
お
り
、
本
工
事
に

つ
い
て
は
、
造
成
工
事
と
同
時
に
施

工
す
る
ほ
う
が
工
程
の
調
整
等
が
不

要
に
な
る
こ
と
か
ら
、
一
体
に
よ
り

工
事
す
る
も
の
で
あ
る
。

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

Ｑ

入
札
し
た
業
者
数
と
入
札
率

は
ど
の
く
ら
い
か
。

Ａ

入
札
に
応
札
し
た
業
者
は
９

社
で
、
入
札
率
は
８
０
．
３

５
％
と
な
っ
て
い
る
。

Ｑ

※
低
入
札
価
格
調
査
は
あ
っ

た
の
か
。

Ａ

９
社
の
う
ち
４
社
が
調
査
対

象
と
な
り
、
審
査
後
に
仮
契

約
を
し
て
い
る
。

委
員
会
で
の
主
な
自
由
討
議

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

意見

八
本
松
地
区
の
保
育
所
が
民

営
化
さ
れ
て
い
く
中
、
公
立

の
保
育
所
を
整
備
し
よ
う
と
い
う
の

は
高
く
評
価
す
る
。

議案
第130号

令
和
８
年
度
公
立
保
育
所
等
施
設
整
備
事
業
ほ
か

（
仮
称
）
認
定
こ
ど
も
園
は
ら
造
成
工
事
及
び

寺
家
原
線
歩
道
整
備
工
事
の
請
負
契
約
を
締
結

※低入札価格調査　価格競争の激化による品質低下等を防ぐため、入札額が調査基準価格を下回った場合に、その価格で適正な工事や業務の履行
が可能かを調査すること。不適当な場合は落札者としないことができる。

市議会だより　vol.212　2026.8 10



委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
文
教
厚
生
委
員
会
】

Ｑ

県
内
産
農
林
水
産
物
の
学
校

給
食
へ
の
提
供
に
つ
い
て
、

本
市
の
地
元
産
の
食
材
は
ど
の
く
ら

い
の
割
合
で
使
用
さ
れ
る
の
か
。

Ａ

現
在
調
整
中
の
た
め
割
合
ま

で
整
理
で
き
て
い
な
い
が
、

市
内
の
ジ
ビ
エ
や
地
鶏
等
、
大
量
調

理
に
活
用
で
き
そ
う
な
食
材
の
中
か

ら
検
討
し
て
い
る
。

【
市
民
経
済
委
員
会
】

Ｑ

ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ

で
１
０
０
０
万
円
の
寄
付
が

集
ま
っ
て
い
る
が
、
補
正
額
を
加
え

て
も
１
０
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
な

い
の
は
な
ぜ
か
。

Ａ

今
回
の
補
正
額
と
当
初
予
算

で
約
810
万
円
を
充
当
し
て
お

り
、
残
額
と
し
て
約
190
万
円
が
充
当

し
て
い
な
い
状
態
で
あ
る
。
充
当
し

て
い
な
い
部
分
に
関
し
て
は
、
必
要

に
応
じ
て
充
当
し
て
い
き
た
い
。

議案
第128号

令
和
８
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

生
活
保
護
費
の
追
加
支
給
等
の
た
め

の
予
算
増
額

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
市
民
経
済
委
員
会
】

Ｑ

豊
か
な
農
業
づ
く
り
事
業
は

具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な
事

業
な
の
か
。

Ａ

物
価
高
騰
に
よ
る
農
業
者
の

事
業
経
費
増
加
に
対
し
て
、

生
産
性
ま
た
は
収
益
性
の
向
上
を
図

る
取
組
み
を
支
援
す
る
事
業
で
、
省

力
化
に
向
け
た
Ｉ
Ｔ
の
導
入
や
、
機

械
の
規
模
の
拡
大
等
々
、
チ
ャ
レ
ン

ジ
性
に
富
ん
だ
事
業
に
対
し
て
補
助

上
限
額
500
万
円
で
支
援
す
る
も
の
。

Ｑ

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
の
補
助
金
は
各
家

庭
が
個
々
に
申
請
を
行
う
必

要
が
あ
る
の
か
。

Ａ

事
業
者
に
補
助
金
を
一
括
し

て
支
払
い
、
各
家
庭
の
利
用

料
金
か
ら
差
し
引
く
よ
う
な
仕
組
み

を
考
え
て
い
る
。

【
総
務
委
員
会
】

Ｑ

重
点
支
援
地
方
交
付
金
は
物

価
対
策
の
関
係
だ
が
、
本
市

に
関
わ
る
対
策
と
し
て
、
100
％
交
付

さ
れ
る
制
度
な
の
か
。

Ａ

基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、

国
か
ら
交
付
限
度
額
が
あ
ら

か
じ
め
示
さ
れ
た
後
に
、
市
の
ほ
う

で
、
ど
う
い
っ
た
事
業
に
活
用
す
る

の
が
効
果
的
か
と
い
っ
た
観
点
で
事

業
を
進
め
て
い
る
。

議案
第132号

令
和
８
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

物
価
高
騰
対
策
の
た
め
の
予
算
増
額

令和８年度一般会計補正予算（第１号）
補正額　４億5,870万円

【主な内容】
●生活保護受給者等への生活保護費の追
加給付 ３億2,100万円
生活扶助基準改定の処分取り消しに関
する最高裁判決を踏まえた、生活保護
受給者等への生活保護費の追加給付

●学校給食において県内産農林水産物を
活用する取組みを実施 2,870万円
県において新たに創設された「おいし
い！広島」農林水産物給食等提供事業
費補助金を活用し学校給食における県
内産農林水産物のさらなる活用を図る

●ふるさと納税寄付金を活用した牡蠣養
殖の支援事業 653万円
クラウドファンディング型ふるさと納
税寄付金により、牡蠣養殖事業を支援

令和８年度一般会計補正予算（第２号）
補正額　6,800万円

【主な内容】
●農林水産業の物価高騰対策支援 3,000万円
農業者の生産性向上に向けた取組みを支援
するための補助金を増額

●LPガス料金高騰の負担軽減 3,800万円
家庭業務用LPガスを使用している市内の一
般家庭及び中小企業等に対し支援
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○
変
更
の
内
容

契
約
金
額
の
変
更

【
変
更
後
の
金
額
】

１
億
７
３
１
２
万
９
０
０
０
円

（
３
９
０
７
万
７
５
０
０
円
増
額
）

○
変
更
の
主
な
理
由

橋
梁
塗
装
の
塗
り
替
え
に
お
け
る

既
設
塗
装
の
除
去
に
必
要
な
剥は
く

離り

剤
の
塗
布
回
数
を
２
回
か
ら
３
回

に
増
や
す
こ
と
に
よ
る
も
の

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

【
建
設
委
員
会
】

Ｑ

原
契
約
金
額
か
ら
約
30
％
の

増
額
と
な
る
が
、
当
初
に
予

見
で
き
て
い
な
か
っ
た
の
か
。

Ａ

一
般
的
に
剥
離
剤
の
塗
布
は

２
回
で
行
わ
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
そ
の
回
数
を
見
込
ん
で
い
た
が
、

２
回
目
の
段
階
で
調
査
し
、
塗
装
が

十
分
に
剥
が
せ
て
い
な
い
こ
と
が
判

明
し
た
た
め
、
追
加
で
も
う
１
回
塗

布
す
る
よ
う
変
更
す
る
も
の
で
あ
る
。

議案
第118号

令
和
７
年
度
橋
梁
長
期
保
全
事
業

互
栄
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　議会の申し合わせにより、副議長は１年で交代することになっています。
　令和８年第２回定例会最終日の令和８年６月25日に　中川　修　副議長から辞
職願が提出され、許可されました。
　これに伴い、副議長選挙が行われ、岡田　育三　議員が新たに副議長に当選し
ました。

【副議長】岡田　育三

新しい副議長が決まりました

広域図工事場所図

（八本松駅周辺）
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